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「（仮称）宇都宮市立地適正化計画」（素案）及び 

地域拠点等に係る都市機能誘導区域の設定基準（案）の修正について 

 

 

◎ 趣旨 

平成２８年２月２６日の都市計画審議会における審議を踏まえ，「（仮称）宇都宮市立地 

適正化計画」（素案）及び「地域拠点等に係る都市機能誘導区域の設定基準（案）」を修正した

ことから，その内容について報告するもの 

 

１ 「（仮称）宇都宮市立地適正化計画」（素案）について 

  計画の内容 

平成２８年度末の計画策定に向け，市民や関係団体等の意見を伺うため，「立地適正化

計画」のベースとなる基本的な方針や誘導区域等の考え方を整理したもの 

・ 「（仮称）宇都宮市立地適正化計画」（素案）の修正箇所・・・別紙１－１ 

・ 「（仮称）宇都宮市立地適正化計画」（素案）[概要版]・・・・別紙１－２ 

・ 「（仮称）宇都宮市立地適正化計画」（素案）  ・・・・・・・別紙１－３ 

 

   計画の特徴 

・ 「形成ビジョン」を踏まえ，都市全体を見渡した視点から，住宅や都市機能の立地

適正化を図っていくための基本的な方針を位置付け，並行して検討を進めている「市

街化調整区域の土地利用方針」とともに，周辺部を含めた拠点形成や定住環境の維持・

向上などに一体的に取り組むこととした。 

・ 都市の活力や競争力をけん引する中心市街地を核に，土地利用や都市機能の状況等

を勘案し，多様な都市機能を集積する本市独自の「（仮称）高次都市機能誘導区域」

を配置した。また，「都市機能誘導区域」については，地域の成り立ちや土地利用の

状況等を勘案し，内環状線の内側及び，交通結節点等の周辺に候補区域を配置し，地

域特性に応じた都市機能の誘導・集積を図っていくこととした。 

・ 街なか居住や郊外居住，田園居住などの多様な暮らし方が選択できる，メリハリあ

る居住地を維持・形成していくための「居住地形成の方向性」を盛り込んだ。 

・ 更に，「ネットワーク型コンパクトシティ」の実現に向けた「都市づくりの基本的

な方向」として，土地利用と交通が一体となった都市づくりの推進を位置付け，LRT

事業をはじめとした公共交通施策との連携を図っていくこととした。 
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２ 地域拠点等に係る都市機能誘導区域の設定基準（案）について 

地域拠点等における「都市機能誘導区域」の設定にあたり，区域設定の基本的な考え方

及び設定基準（案）を整理したもの 

・ 地域拠点等に係る都市機能誘導区域の設定基準（案）の修正箇所・・・別紙２－１ 

・ 地域拠点等に係る都市機能誘導区域の設定基準（案）・・・・・・・・・別紙２－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 

 
「（仮称）宇都宮市立地適正化計画」(素案)の修正箇所 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 意見・指摘の内容 対応 

１ これから都市全体の骨格が変わっていく

流れの中で，省エネルギーや環境の考え方

が入っていた方がよいのではないか。 

序章「3 都市づくりの課題」の（5）及び，

第 1 章「2 都市づくり目標」の（5）の都市

の持続可能性の部分に，環境や防災に係る文

言を追加した。 
２ 東日本大震災や関東東北豪雨などの大規

模な自然災害への対応が求められているた

め，防災的な安全に暮らせる街という考え

方を盛り込む必要があるのではないか。 

別紙１－１ 



  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 序章 計画の策定にあたって 
1 立地適正化計画の役割等      （Ｐ２） 

 

２ 宇都宮市の現況・動向と特性    （Ｐ６） 
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１ 都市づくりの理念           （Ｐ２３） 

第１章 立地適正化に関する基本的な方針 

上位計画や都市づくりの課題を踏まえ， 

 

 

 

を目指す。

『便利で暮らしやすく 
１００年先も持続的に発展できるまち， 

ネットワーク型コンパクトシティの実現』  

（２）拠点の配置 
都市の成り立ちを踏まえ，中心部に『都市拠点』，各地域に『地域 

拠点』を配置し，地域特性に応じた機能や居住を誘導・集約 

１）都市拠点 

高次で多様な機能を備えた拠点として，都市の活力や競争力をけん

引し中枢性や広域性を備えた中心市街地に配置・形成 
※都市拠点圏域 

   都市拠点と強い関連を持ち連担する地域を『都市拠点圏域』として 
位置付け，都市拠点と役割分担を図り日常生活に必要な機能を備える。

２）地域拠点  

地域の成り立ちや歴史的なつながり・一体性などを踏まえ，旧町村

の単位を基本に配置(14 か所)し地域特性に応じた身近な機能を集積 

（３）都市の骨格となる交通軸の設定 

基幹・幹線公共交通と 3 環状 12 放射を軸とした道路を「交通軸」

として位置付け，都市拠点とその他の拠点間の連携を強化 

１）基幹公共交通（鉄道・軌道） 

【南北方向】ＪＲ宇都宮線，東武宇都宮線 

【東西方向】「LRT」を東西基幹公共交通として導入 

２）幹線公共交通（路線バス） 

    基幹公共交通と連携し，都市拠点と各拠点間などを結ぶ主要な

バス路線 

（１）基本的な考え方 
    都心部と，環状・放射道路で結ばれた周辺の地域からなる都市の 

成り立ちを踏まえ， 

 

 

 

 

 

 
 

郊外に広がる自然環境との調和を図りながら，市民生活に必要な機能

の充足と，都市としての価値・活力を高められる都市空間の姿である 

『ネットワーク型コンパクトシティ』の形成を目指す。 

一極集中ではなく，都心部と各地域に拠点を配置 

過度な自動車依存を転換し骨格交通網から身近な交通網まで 

階層性を持った交通網による拠点間の連携・補完 

（１） 策定の趣旨・目的 
社会情勢の変化に対応し，持続的に発展するための 

『ネットワーク型コンパクトシティ』を具現化するため， 
居住や都市機能の立地誘導に係る取組を位置付け推進する。

 

（２） 計画の役割 
・コンパクトシティ形成に向けた仕組みの構築 
・都市計画と関連分野が連携した施策の推進 
・誘導策の事前明示 

 

（３） 計画の位置付け 
・都市再生特別措置法に基づき，コンパクトシティを 

実現するための「都市計画マスタープラン」の一部 
・「総合計画」，「都市計画区域マスタープラン」に即す 
・『ネットワーク型コンパクトシティ』の具現化を推進 

 

（４） 目標年次 
   概ね 20 年先を展望する（更に 2050 年も見据える） 
 

（５） 計画の範囲 
   宇都宮市全域（誘導区域の設定の対象は市街化区域） 
 

（６） 計画の構成 
  ・序 章 計画の策定にあたって 
  ・第１章 立地適正化に関する基本的な方針 
  ・第２章 都市機能誘導に関する事項（誘導区域は H28）
  ・第３章 居住誘導に関する事項（誘導区域は H30） 
  ・第４章 計画の推進に関する事項 
 

「（仮称）宇都宮市立地適正化計画」（素案）【概要版】 

３ 都市づくりの課題         （Ｐ２２） 

  都市づくりの理念・目標を踏まえ，都市の骨格構造を構成する「拠点」

と「交通軸」により示す。 

『ネットワーク型コンパクトシティ』実現のための要素である，「都市

機能」，「居住」，「公共交通」，「自然との調和」，「都市の持続可能性」の

観点から設定 
 

 

（１）総人口と人口の構成 

（２）市街地の変遷 

（３）土地利用動向 

（４）低未利用地と空き家 

（５）公共交通 

（６）中心市街地 

（７）公共施設・インフラ等 

（８）市民意識 

２ 都市づくりの目標           （Ｐ２４） 

３ 将来都市構造             （Ｐ２５） 

６ 計画フレーム              （Ｐ３８） 

 

 

 

将来の都市構造を踏まえ，既存の生活利便機能や都市基盤などのスト

ック活用を基本としながら，拠点や公共交通沿線，田園・集落などの地

域特性に応じた，多様な暮らし方が選択できる居住地を維持・形成 
 

 

①都心部居住地域      ④公共交通軸沿線型居住地域 

②都心部周辺居住地域    ⑤郊外住宅地型居住地域 

③地域拠点型居住地域    ⑥田園・集落型居住地域 

（１）都市や地域の拠点に地域特性に応じた都市機能が集積した都市 

（２）高い利便性が得られる拠点や公共交通沿線などに居住が集約 

した都市 

（３）公共交通などにより安全・快適で自由に移動できる都市 

（４）農地や森林などの緑豊かな自然と市街地が調和した都市 

（５）環境にやさしく災害に強い持続可能で効率的な都市運営が実現 

する都市 

「形成ビジョン」で示す人口見通し（2050 年に約 45 万人）を基本
に，「人口ビジョン」の将来展望（2050 年に 50 万人台確保）を踏まえ
ながら，居住を誘導するエリアにおいて一定の人口密度を維持・確保 

 
【高密度居住】 

都心部や都心部周辺に，土地の高度利用を誘導し機能集積を図りなが
ら中高層主体の居住地を形成（目標：概ね 60 人/ha 以上） 

【中高密度居住】 
市街化区域の地域拠点や公共交通沿線に，地域特性に応じ生活利便機

能や中低層住宅の誘導による居住地を形成（目標：概ね 50～60 人/ha）
【低中密度居住】 

市街化区域の郊外住宅地等に，低層の戸建住宅を主体にゆとりある良
好な住宅地としての居住地を維持（目標：概ね 40 人/ha 以上） 

 （１）超長期を見据え都市全体を見渡した都市づくりの推進 
   「形成ビジョン」で見通した 2050 年を見据え都市機能等の適正

な立地誘導を推進。また，都市全体を見渡し郊外部を含めた拠点形
成などに一体的に取り組む 

 
（２）土地利用と交通が一体となった都市づくりの推進 
   「立地適正化計画」等による居住や都市機能の誘導と交通戦略との

連携により，土地利用と交通が一体となった都市づくりを推進 
 

（３）都市の生活を支える機能の維持・確保 
   各拠点に地域特性に応じた機能を誘導・集積し，拠点相互に役割を

補完しながら，市全体として都市の生活に必要な機能を維持・確保 
 

（４）生活の利便性が高い場所への緩やかな居住誘導 
   ライフスタイルに応じた居住選択による住み替えなどを通し，高い

利便性が得られる場所等に時間をかけて緩やかに居住を誘導 

（１）市民の生活利便性の持続的な確保 

（２）都市の活力や地域コミュニティの維持・向上 

（３）誰もが移動しやすい交通環境の確保 

（４）自然と調和した郊外部地域の活力の維持・向上 

（５）環境や防災面に配慮した持続可能で効率性の高い都市運営 
 

多様な暮らし方やライフスタイルを尊重しながら，メリハリ 

ある居住地を維持・形成 

４ 居住地形成の方向性            （Ｐ３２） 

■ 計画の構成と対象範囲のイメージ  

５ 都市づくりの基本的な方向         （Ｐ３４） 

別紙１-２ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第２章 都市機能誘導に関する事項（誘導区域等はH28に設定） 
 

（１）都市機能誘導区域について 
都市機能を各拠点に誘導・集約し，機能の効率的で持続

的な確保を図る区域。居住も誘導  
（２）誘導区域設定の考え方 

将来都市構造を踏まえた拠点などに徒歩や自転車等で容
易に移動できる範囲を基本に設定 

 
（３）誘導区域の配置 

「形成ビジョン」で位置付けた『都市拠点』及び『都市
拠点圏域』と，市街化区域の『地域拠点』を基本に，鉄道
駅や LRT 停留場(トランジット機能を備えた場所)の周辺を
含めて配置 

 
 
 
 
 
 
  
（４）誘導区域の範囲 
   地域の成り立ちや都市計画・まちづくりの観点を考慮し

地形地物等で設定 

（１）基本的な考え方 
都市機能を誘導する区域と誘導施設，誘導施策を定め事

前に示すことにより，事業者が施設立地に取り組みやすい
環境を整備し，各拠点において地域特性に応じた機能を維
持・確保  

（２）誘導方針 
   地域特性に応じた機能の誘導・集積とともに，拠点相互に

役割を補完しながら市民生活に必要な機能を充足
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1 都市機能誘導の方針        （Ｐ４１） 

２ 都市機能誘導区域         （Ｐ４２） 

（１）誘導施設について 
都市機能誘導区域内に立地を誘導すべき施設。誘導区域

ごとに必要な施設を定める 
 
（２）誘導施設の考え方 

地域特性や都市機能の状況・まちづくりへの効果などを
勘案し具体の施設を検討 

【都市拠点】高次な都市機能を中心に誘導 
【地域拠点】日常生活に必要な基礎的な生活利便機能を誘導 
※誘導施設に係る機能の候補（例） 

医療機能，社会福祉機能，子育て支援機能，教育機能， 
金融・業務機能，商業機能，公共機能(行政関係) など 

３ 誘導施設             （Ｐ４６） 

４ 都市機能に関する誘導施策     （Ｐ４８） 

（１）誘導施策の考え方 

交通利便性の向上や施設用地の確保などの課題に対応し

た取組に加え，事業者へのインセンティブにより，施設立地

が促進されるよう誘導施策を行う。 

第３章 居住誘導に関する事項（誘導区域等は H30 までに設定） 

1 居住誘導の方針          （Ｐ４９） 

２ 居住誘導区域           （Ｐ５０） 

第３章 誘導施設 

３ 居住に関する誘導施策       （Ｐ５３） 

（１）誘導施策の考え方 

居住誘導区域への居住が促進されるよう，身近な拠点への都

市機能の維持・確保や交通利便性の向上などの誘導施策を行う。

（１）基本的な考え方 

居住を誘導する区域と誘導施策を定め事前に示すことによ

り，住み替えなどの機会に合わせ拠点等への居住が促されるよ

うな環境を整備し，地域特性に応じた機能や公共交通サービ

ス，地域コミュニティを維持・確保 
 
（２）誘導方針 

   拠点や，拠点とのアクセス性が高い公共交通沿線などに都市

基盤等の既存ストックの活用を図りながら居住を誘導 

（１）居住誘導区域について 
人口減少の中でも一定の人口密度を維持し，都市機能や地

域コミュニティの持続的確保のため，居住を誘導する区域 
 
（２）誘導区域設定の考え方 

将来の人口・構造や都市構造を踏まえ，拠点や拠点へのア

クセス性が高い公共交通の徒歩圏などに設定。災害リスクな

どを考慮 
 
（３）誘導区域の場所と範囲 

「立地適正化計画」における誘導区域の設定の対象となる

市街化区域において，「形成ビジョン」で位置付けた居住誘導

エリアを基本に検討 

拠点に加えて公共交通沿線や既に一定の都市基盤が整備さ

れている場所などにおいて設定を検討 

 
※区域設定を検討する場所 
【拠点】都市機能誘導区域を含むエリア 

【公共交通沿線】軸となる公共交通（鉄軌道，運行頻度の高い 

バス路線〔1 日往復 60 本以上〕）の利用圏域

→鉄道駅・LRT 停留場から概ね半径 500ｍ（徒歩 10 分圏），

バス停から概ね半径 250ｍ（徒歩 5 分圏）のエリア 

【一定の都市基盤が整備されている場所】 

土地区画整理事業や大規模住宅団地開発等の一定の都市基 

盤整備エリア 

 

第４章 計画の推進に関する事項      （Ｐ５４） 

 
１ 計画の評価 

「形成ビジョン」や「宇都宮市 まち・ひと・しごと創生総

合戦略」に位置付けた評価指標を参考に，『ネットワーク型コ

ンパクトシティ』に向けた都市形成の動きや施策の進捗状況を

総合的かつ定量的に評価できる指標を検討 

また，指標をもとに概ね５年ごとに計画の評価を行い，計画

の進行管理や必要に応じて計画を見直し 

２ 推進体制 
『ネットワーク型コンパクトシティ』の形成が円滑に進め

られるよう，公共交通や公共施設再編，医療・福祉などの関

連施策との連携体制を検討 

特に，都市機能等の誘導と車の両輪である公共交通は，計

画改定等において連携・整合を図るなど一体的に施策推進 

また，計画の評価を行う中で，都市機能等の誘導状況や人

口動態等を把握し，「都市計画審議会」等から意見をいただき

ながら，既存支援策の見直しや新たな支援策の追加等を検討 

（参考）「形成ビジョン」における都市形成のイメージ

 

【高次都市機能誘導区域】 
  中心市街地を核としたエリア 
【都市機能誘導区域】 

内環状線の内側及び，雀宮駅・岡本駅・南宇都宮駅・
江曽島駅・西川田駅・LRT 停留場（ベルモール前・テク
ノポリス西）・瑞穂野団地・上河内地域自治センターの各
周辺のエリア 
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はじめに 

 

本市では，今後直面する少子･超高齢化，人口減少社会においても，持続的に発展でき

るまちづくりを進めているところであり，「第 5 次宇都宮市総合計画」や「第 2 次宇都宮

市都市計画マスタープラン」において，これからの本市の人口規模・構造や，都市活動に

見合った都市の姿として『ネットワーク型コンパクトシティ』を都市空間形成の理念とし

て掲げています。 
また，『ネットワーク型コンパクトシティ』の実現にあたり，これからのまちづくりに

求められる理念を市民と共有し，将来にわたり市民生活の質を維持・向上していくことを

目指し，21 世紀の半ばの 2050 年を見通した長期的なまちづくりの方向性を示した「ネッ

トワーク型コンパクトシティ形成ビジョン（以下，「形成ビジョン」という。）」を平成 27
年 2 月に策定したところです。 

そのような中，都市再生特別措置法の改正により新たに制度化された「立地適正化計画」

は，居住や都市機能（医療・福祉，商業等）の誘導を図るべき区域と，その区域内への誘

導策等を定めることにより，コンパクトなまちづくりを推進するものであり，本市におき

ましても，「形成ビジョン」を具現化していく上で重要な取組であることから，平成 28 年

度末（居住誘導区域は平成 30 年度末までに設定）の計画策定に向け，取り組んでいると

ころであります。 
この度，「立地適正化計画」のベースとなる基本的な方針や誘導区域等の考え方を整理

し，計画の素案として取りまとめました。 
今後，市民の皆様などからいただいたご意見を参考に，本計画の内容を精査していくと

ともに，具体的な誘導区域や誘導施設，誘導策などにつきましても，順次提示していく予

定です。 
 
 
【参考】策定スケジュール 

 H27 H28 H29 H30 

 
 

 

 

   

 

 

 
 

 

 

   

 
※ 「市街化調整区域の整備及び保全の方針」は，開発許可制度や地区計画制度などの都市計画制度を 
 適切に運用し，市街化調整区域の合理的な土地利用を図ることを目的としたものであり，「立地適正 

化計画」と合わせて検討 
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【計画素案等の検討】  【都市機能誘導区域の設定】   【居住誘導区域の設定】 

【基本的な方針等の検討】   【方針策定・開発許可基準等の見直し】 

市民説明等

■ ■ 

素案公表   計画策定(公表)         計画変更(公表) 

■ 

方針策定(公表)

市民説明等

■ 立地適正化計画 

 

 

 
市街化調整区域の 

整備及び保全の方針※ 
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序章 計画の策定にあたって 

１ 立地適正化計画の役割等 

 

 

「（仮称）宇都宮市立地適正化計画」は，本市が目指す将来の都市の姿である『ネッ

トワーク型コンパクトシティ』を具現化し，子どもから高齢者まで安心して便利に暮ら

せる魅力あるまちとして持続的に発展していくため，公共交通ネットワークの構築と連

携を図りながら，居住や医療・福祉，商業などの都市の生活を支える機能の立地誘導に

係る取組を総合的・一体的に推進していくことを目的に策定するものです。 

 

 

 
 
「立地適正化計画」は，人口減少や高齢化の進行に対応した，国が示す『コンパクト

シティ・プラス・ネットワーク』のまちづくりの推進を目的に，「住宅や都市機能の立

地の適正化を図るための計画」であり，次のような役割があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）策定の趣旨・目的 

（２）計画の役割 

都市計画と医療・福祉，商業，教育文化，交通などの様々な分野が連携し，コンパクトシテ

ィの実現に向けた施策を総合的・一体的に進める。【都市計画と関連分野が連携した施策の推進】

都市づくりの方向性を市民と共有し，居住や都市機能の誘導策を明示することにより，

市民や事業者が拠点等への施設立地に取り組みやすい環境を整備する。【誘導策の事前明示】

土地利用規制やインフラ整備と立地誘導策が連携し，居住や各種機能の立地を緩やかに

誘導する仕組みを構築する。【コンパクトシティ形成に向けた仕組みの構築】 
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「立地適正化計画」は，都市再生特別措置法に基づき，コンパクトシティを実現する

ための都市計画のマスタープランの一部を構成するものであり，本市のまちづくりの指

針である「総合計画」や「形成ビジョン」，栃木県が広域的な視点から定める「都市計

画区域マスタープラン」を踏まえ，関連する行政分野と整合を図りながら，『ネットワ

ーク型コンパクトシティ』の具現化を推進する計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）計画の位置付け 

■ 立地適正化計画の位置付け 

 都市計画区域マスタープラン 

即
す 

都市計画マスタープラン 

ネットワーク型コンパクトシティ形成ビジョン 総合計画 

①誘導すべき都市機能に関わる分野      ②その他関連分野 

 

                
医療 福祉 教育文化 商業 住宅

具
現
化 

立地適正化計画 

整合 

交通 道路

整合 

即
す 
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「（仮称）宇都宮市立地適正化計画」は，概ね20年先の都市の姿を展望するとともに，

合わせて「形成ビジョン」が見通す2050年（平成62年）を見据えた計画とします。 

 

 

 

 

「（仮称）宇都宮市立地適正化計画」は，都市計画区域である宇都宮市全域を対象範囲

とします。（都市機能等の誘導区域は市街化区域を対象に設定） 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）計画の範囲 

（４）目標年次 

対象エリア 

市街化区域 

■ 立地適正化計画の対象範囲のイメージ 

市街化調整区域 

計
画
の
内
容 

【市街化調整区域の整備及び 

保全の方針】 

→地域拠点への生活利便機能の充

実等のため，開発許可制度等を

活用したまちづくりを検討 

第 2 章 都市機能誘導に関する 

事項 

第 3 章 居住誘導に関する事項 

第 4 章 計画の推進に関する事項 

【立地適正化計画】 

第１章 立地適正化に関する基本的な方針 

＝『ネットワーク型コンパクトシティ』の実現（市全体） 

基
本
的
な
方
針 

具
現
化
策 
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「立地適正化計画」は，都市機能と居住の適正な誘導に係る取組を総合的・一体的に

推進するものであることから，「立地適正化に関する基本的な方針」及び「都市機能誘

導に関する事項」，「居住誘導に関する事項」，「計画の推進に関する事項」の４部構成と

します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 都市機能誘導に関する事項（誘導区域は H28 年度末に設定） 

 １ 都市機能誘導の方針 

３ 誘導施設 

第４章 計画の推進に関する事項 

 １ 計画の評価 

２ 都市機能誘導区域 

第３章 居住誘導に関する事項（誘導区域は H30 年度末までに設定） 

 １ 居住誘導の方針 

２ 居住誘導区域 

３ 居住に関する誘導施策 

２ 推進体制 

第１章 立地適正化に関する基本的な方針 

 

５ 都市づくりの基本的な方向 

６ 計画フレーム 

４ 居住地形成の方向性 

（６）計画の構成 

序章 計画の策定にあたって 

 １ 計画策定の趣旨・目的等 
(１) 策定の趣旨・目的   (２) 計画の役割     (３) 計画の位置付け 

(４) 目標年次      (５) 計画の範囲     (６) 計画の構成 

４ 都市機能に関する誘導施策 

２ 宇都宮市の現況・動向と特性 
(１) 総人口と人口の構成     (２) 市街地の変遷   (３) 土地利用動向 
(４) 低未利用地と空き家     (５) 公共交通     (６) 中心市街地 
(７) 公共施設・インフラ等    (８) 市民意識 

３ 都市づくりの課題 

１ 都市づくりの理念 

２ 都市づくりの目標 

３ 将来都市構造 
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１） 総人口 

・本市の総人口は，これまで増加を続けてきましたが，平成 29 年(2017 年)の約 52
万人をピークに減少に転じ，平成 62 年(2050 年)にはピークから約 7 万人減少する

と見込まれています。 
 

 

２） 高齢者人口 

 ・65 歳以上の高齢者人口は，総人口が減少する中でも増加を続け，平成 62(2050 年)

に 36.8％に達することが見込まれています。 

 ・特に，75 歳以上の後期高齢者人口は平成 62 年(2050 年)に 22.7％に達することが

見込まれています。 
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推計 

出典：国勢調査，宇都宮市推計 

（万人） 

■ 総人口の推移 

■ 高齢者人口の推移 

【懸念される問題・課題等】 

今後，総人口が減少する一方で，特に後期高齢者が急増することから，人口減少・

超高齢時代に対応した持続可能な都市づくりが求められます。 

（１）総人口と人口の構成 

推計 

出典：国勢調査，宇都宮市推計 

（人） 

２ 宇都宮市の現況・動向と特性
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１） 人口集中地区（ＤＩＤ）面積と人口の動向 

 ・DID の面積は昭和 45 年(1970 年)から平成 22 年(2010 年)の過去 40 年間で 2,640  
ha から 7,100ha へと約 2.7 倍に拡大しています。 

 ・一方で，DID の人口密度はその間に 71.2 人/ha から 54.1 人/ha に約 2 割減少して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ DID の推移 

■ DID 面積と人口密度の推移 

（２）市街地の変遷 

2,640

3,950
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0

10

20

30

40

50

60

70

80

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000
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ＤＩＤ面積 人口密度（人/ha）

（ha） （人/ha） 

出典：国勢調査 

出典：国勢調査 
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２） 人口密度 

・市街地の人口分布（人口密度）を 平成 22 年（2010 年）では，JR 宇都宮駅の東

側や江曽島駅周辺，雀宮地域などを中心に 60 人/ha 以上のメッシュ※が広く分布し

ています。 

・平成 62 年（2050 年）では，それらの地域で 50 人/ha 以上の一定の人口密度の維

持が見込まれる一方，人口減少により，JR 宇都宮駅の西側の市街地において 50
人/ha 以下のメッシュが広く分布すると見込まれています。 

 
※同じ面積のマス目を単位とした集計区分（本計画では 250m 又は 500m 四方の地域メッシュを使用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査，宇都宮市推計 

■ メッシュ人口密度（H22/H62） 

メッシュ人口密度 2010(H22)年 メッシュ人口密度 2050(H62)年 
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３） 人口増減 

・平成 12 年（2000 年）から平成 22 年（2010 年）の 10 年間では，JR 宇都宮駅の

東側や市街化区域の縁辺部などを中心に人口が増加しています。一方で，駅の西側

など古くからの市街地で人口が減少し，市街地の拡大と低密度化が進行していま

す。 

・平成 22 年（2010 年）から平成 62 年（2050 年）の 40 年間では，多くの地区で人

口が減少し，増加するのは郊外で新しく整備された市街地など一部の地区に限られ

ると見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ メッシュ別の人口増減 

人口増減（H12～H22） 人口増減（H22～H62）

出典：国勢調査，宇都宮市推計 
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４） 高齢者人口 

・平成 12 年（2000 年）から平成 22 年（2010 年）の 10 年間では，特に市街化区域

の縁辺部などで高齢者人口の増加数が多くなっています。 

・平成 22 年（2010 年）から平成 62 年（2050 年）の 40 年間では，市全体で高齢化

が進行する中で，特に現在子育て世代などの人口増加が続いている JR 宇都宮駅の

東側において大きく増加することが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 高齢者人口の増減（H22～H62） 

高齢者人口の増減（H12～H22） 高齢者人口の増減（H22～H62） 

【懸念される問題・課題等】 

今後，拡散した市街地において人口減少が進行し，居住が低密度化することにより，一

定の人口密度に支えられてきた生活利便機能の低下（身近な店舗や診療所等の撤退など）

や地域コミュニティの衰退等が懸念されます。 

出典：国勢調査，宇都宮市推計 
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１） 土地利用現況の推移 

・人口増加やモータリゼーションの進展に伴い，市街地(建物用地)は昭和 51 年

（1976 年）から平成 21 年（2009 年）の約 35 年間で 4,500ha から 11,700 ha へ

と約 2.6 倍に拡大しています。一方で，農地や緑地，森林は約 5,500ha 減少してい

ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２） 開発許可の動向 

・開発許可(面積)の推移を経年で比較すると，市街化区域の割合が増加する傾向にあ

りますが，市街化調整区域の開発による郊外への市街地の拡大も続いています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

■ 建物用地と農地・緑地の分布 

1976(S51)

建物用地の面積：4,500ha 

2009(H21)

建物用地の面積：11,700ha 

【懸念される問題・課題等】 

今後，更なる市街地の拡大とともに，居住や都市機能の郊外化が進行することにより，

自動車依存の高まりや，中心市街地の活力低下，インフラ等の維持管理費の増大などが

懸念されます。 

（３）土地利用動向 

113.3 121.9 108.3
123.6
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65.8
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市街化調整区域

市街化区域

■ 区域区分別の開発許可面積の推移 

出典：国土数値情報 

（ha） 

出典：宇都宮市資料 
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１） 低未利用地 

・市街化区域内の一定規模以上(1,000 ㎡以上)の低未利用地(空き地・駐車場等)は，

中心市街地やその周辺，郊外の新しい市街地などの市街地全体に散在しています。 

・低未利用地のうち，市街化区域内の農地は，市街地の北西部や上河内地区，鶴田地

区などでまとまって分布しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画基礎調査 

（４）低未利用地と空き家 

■ 空き地・低未利用地の分布
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 ・本市の空き家戸数と空き家率は共に増加傾向にあり，特に JR 宇都宮駅西側の古く

からの市街地など人口が減少している地区において空き家が多い傾向にあります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２） 空き家 

■ 空き家の分布状況と人口増加率 

10,810 
14,520 

16,920 
23,630 

33,210 31,930 

39,800 

8.3%
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12.1%
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18%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

S58 S63 H5 H10 H15 H20 H25

空き家戸数 空家率

■ 空き家戸数と空き家率 

出典：住宅・土地統計調査 

出典：宇都宮市資料，国勢調査 

（戸） 

【懸念される問題・課題等】 

人口減少に伴う空き家等の増加により，市街地の安全性の低下や生活環境への影響が懸 

念されます。また，中心市街地や周辺には一定規模以上の低未利用地が散在しており，今後，

低未利用地の増加により，拠点等において都市活動を支える機能の衰退が懸念されます。 
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１） 代表交通手段 

・市民の代表的な交通手段は平成 26 年（2014 年）で約 7 割が自動車を利用してお

り，マイカー依存が強くなっています。一方，平成 4 年(1992 年)から平成 26 年

(2014 年)では公共交通や自転車の利用，徒歩は減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２） 公共交通利用者数 

・昭和 60 年(1985 年)から平成 22 年(2010 年)の 25 年間で鉄道やバスなどの公共交

通利用者は減少傾向が続いており，特にバス利用者は半減しています。 

 
 

 
 
 

95,725

110,995
117,718

107,513
102,586

96,805

62,443

78,525

90,760 86,312 84,252 81,013

33,282 32,470
26,958

21,201 18,334 15,792

88,580

81,994

70,293

52,663
44,602

37,288

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22
鉄道 うちJR うち東武 バス

■ 鉄道・バス利用者推移 

出典：宇都宮市統計書：鉄道（乗降客数），宇都宮市の交通：バス（輸送人員）

（人） 

（５） 公共交通 

2.6%

4.0%

4.3%

2.2%

2.8%

2.0%

2.4%

2.3%

2.6%

3.4%

67.5%

66.2%

64.2%

59.3%

54.5%

1.2%

1.3%

1.0%

1.3%

2.5%

12.4%

12.6%

15.0%

19.0%

19.0%

14.2%

13.5%

13.2%

15.6%

17.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26

H22

H17

H11

H4

鉄道 バス 自動車 自動２輪車 自転車 徒歩・その他

■ 代表交通手段構成（全目的） 

出典：宇都宮都市圏パーソントリップ調査，全国交通特性調査 
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３） 公共交通ネットワーク 

・バス路線や鉄道など，都心部を中心に放射状に広がる公共交通ネットワークが形成 

されています。一方で，一定の人口が集積する新興市街地などの一部では公共交通

の空白・不便地域が存在しています。 

 
 
 
 
   

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
バス路線と公共交通利便エリア 公共交通利用圏と人口密度 

出典：都市計画基礎調査，国勢調査 出典：宇都宮都市交通戦略 

 

■ 公共交通利用圏等の状況 

【懸念される問題・課題等】 

これまでの公共交通利用者数の減少に加え，人口減少による利用者数の減少により，

公共交通のサービス水準の低下や高齢者等の交通弱者の移動手段確保への影響が懸念

されます。 



‐16‐ 

 
・中心市街地の人口は，平成 21 年(2009 年)まで減少で推移した後，平成 22 年 

(2010 年)に増加に転じましたが，平成 24 年(2012 年)以降は再び減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 商業 

・中心市街地の小売業売場面積のピ－クの平成 3 年(1991 年)と平成 19 年(2007 年)

を比較すると約 65,000 ㎡減少(33.6％減少)し，市全体に占めるシェアは 19.1％低

下しています。 

・また，小売業商品販売額は，平成 3 年(1991 年)と平成 19 年(2007 年)を比較する

と約 1,100 億円減少(51.7％減少)し，市全体に占めるシェアは 14.7％低下していま

す。 
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15,918 
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15,776 
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510,000

512,000
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（中心市街地）（宇都宮市） 市全体 中心市街地

（６）中心市街地 

126,924 162,816 214,660 186,438 171,916 113,168 103,759 

443,649 
531,379 

711,100 
651,998 

734,708 
624,902 667,457 

552,941 

28.6%

30.6% 30.2%

28.6%

23.4%
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0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

S60 S63 H3 H6 H9 H14 H19 H24

中心市街地 市全体 シェア

■ 市全体と中心市街地の人口の推移 

■ 小売業年間商品販売額の推移 

174,778 157,787 196,267 185,350 176,659 134,400 129,688 

399,617 
434,807 

535,927 534,717 

625,907 

698,011 
750,288 

693,918 

43.7%

36.3% 36.4% 34.7%

28.2%

19.3%
17.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

S60 S63 H3 H6 H9 H14 H19 H24

中心市街地 市全体 シェア

■ 小売業売場面積の推移 

出典：経済センサス，商業統計 

出典：経済センサス，商業統計 

出典：住民基本台帳（各年 9 月末現在） 

（㎡） 

（百万円） 

（人） （人） 

１） 人口 
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３） 地価 

・中心市街地の平均地価は，平成 15 年（2003 年）の 333,615 円/㎡から,平成 26 年
（2014 年）は 170,000 円/㎡となっており，約 10 年間で半減近く下落しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 固定資産税等 

・地価が高い中心市街地は市域の 0.8％の面積ながら固定資産税・都市計画税の税収

では市全体の約 10％を占めています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 
 
 

■ 地価公示価格の推移 

【懸念される問題・課題等】 

中心市街地においては，人口や小売販売額が減少傾向にあり，賑わいの低下や地域

コミュニティの衰退など，地域経済及び都市の活力低下が懸念されます。 

■ 固定資産税・都市計画税の地域別内訳 

9.8 

3.1 

0.8 

77.0 

79.9 

21.3 

13.2 

17.0 

77.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

固定資産税・

都市計画税

（H26）

人口（H22）

面積

中心市街地 市街化区域（中心市街地を除く） その他

出典：地価公示 

出典：国勢調査，宇都宮市資料 
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１） 公共施設の建築数 

・高度経済成長期などに建設された公共施設やインフラは，建設から 30 年以上が経

過し，今後，耐用年数を迎えるとともに，維持更新に係る財政負担が増加していく

ことが見込まれます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２） インフラ維持管理費 

・道路・橋りょう等のインフラの維持管理費は，毎年度約 200 億円程度で横ばいで推

移していますが，今後，これまでに建設された公共施設を含めて維持更新に係る財

政負担の増加が見込まれます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（７）公共施設・インフラ等 

6,182 7,504 7,921 6,695 6,296

6,336
6,210 6,854
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7,396
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下水道維持管理費 水道維持管理費 道路橋りょう費

■ 公共施設の建築数の推移 

■ インフラ維持管理費の推移 

出典：宇都宮市資料 

出典：宇都宮市資料 

（棟） 

（百万円） 
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３） 財政 

・財政は，少子高齢化の進行に伴い扶助費などの義務的経費が増加傾向にあり，平成

26 年度には，歳出総額の約半分を占めています。 

 

 

 

 

 

 

（参考） 人口密度と一人あたりの行政コスト 

・人口密度と一人あたりの行政経費との間には，一定の関係がみられ，人口密度が

小さいほど一人あたりの行政経費が増加する傾向にあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国土交通省資料 

【懸念される問題・課題等】 

人口減少に伴う税収減や高齢化に伴う扶助費の増加など厳しい財政環境が見込まれ

る中，高度経済成長時に建設された施設・インフラの老朽化や維持管理更新費の増大

が懸念されます。 

■ 一般会計の歳入と歳出（H26 決算） 

■ 人口密度と一人あたりの行政経費との関係性 

歳入 歳出 
 

出典：宇都宮市資料 
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   ・「形成ビジョン」の策定において実施した市民アンケート調査では，居住地を選択す

る際に優先する事項として，独身期や子育て期，高齢期など全てのライフステージ

（人生の段階）で「スーパー」の近くを優先する傾向が高くなっています。 

・ライフステージ別では，独身期は「職場」や「駅」の近く，子育て期は「学校」の

近くを優先し，高齢期には「病院」や「バス停」の近くを優先する傾向が強くなっ

ています。 

 

 

 

２） 居住地（転居先）の周辺に必要な施設 

・居住地や転居先の周辺に最低限必要な施設として，「スーパー・ドラッグストア」， 

「銀行・信用金庫」，「診療所・医院・クリニック」，「病院」などの生活利便施設のほ

か，「バス停」などの公共交通機関も必要との回答が多くなっています。 
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バス停が近い 駅が近い スーパー等が近い 病院が近い 職場が近い 子どもの学校が近い その他

■ 居住地周辺に必要な施設 

■ 居住地選択で優先する事項 

（８）市民意識 
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出典：市民意識調査 

出典：市民意識調査 

１） 居住地を選択する際に優先する事項 
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３） 公共交通利用のための要素 

・公共交通を利用するようになるための要素として，「運行本数が多い」が最も多く， 

次いで，「居住地からバス停・駅が近い」，「運賃が安い」の回答が多くなっています。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

■ 公共交通利用のための要素 

【懸念される問題・課題等】 

今後，居住選択等に関する市民意識を踏まえ，人口減少や超高齢社会においても身近

な場所で安心・快適な暮らしが送れるような都市づくりが求められます。 

5.2%

13.9%

16.2%

31.0%

37.0%

37.1%

44.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

定時性が高い

早朝・深夜の運行がある

目的地がバス停・駅から近い

運賃が安い

居住地からバス停・駅が近い

運行本数が多い

出典：市民意識調査 
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医療・福祉，商業等の生活利便施設の無秩序な立地・拡散は，日常生活における自動車

依存を高め，自動車を自由に使えない市民にとって，暮らしにくい状況を生み出します。

また，人口減少が進行する中で市街地の低密度化が続くことにより，一定の人口密度によ

り支えられてきた身近な生活利便機能の維持が困難となり，買い物や通院などの日常生活

の利便性の低下が懸念されます。このようなことから，人口増加を背景とした市街地の拡

大に歯止めをかけ，持続可能な都市構造を形成することにより，身近な拠点などに生活利

便機能を維持・確保していく必要があります。 
 

 
 
人口減少や市街地の低密度化に伴う住宅・集落の散在や空き地・空き家の増加により，

快適で良好な景観・都市空間の喪失や都市の活力低下，地域の連帯・コミュニティの衰退

が懸念されることから，拠点や公共交通沿線などの高い利便性が得られる場所などに時間

をかけて緩やかに居住の誘導・集約を図っていく必要があります。  
 

 
 
高齢化が進行し，外出に不安を感じる市民が増加する中で，市街地の外延化や自動車依

存が高まり，公共交通利用者が減少することにより，公共交通のサービス水準が低下し，

交通弱者の外出が制限され，自立した日常生活を送ることが困難になることが懸念される

ことから，持続可能な公共交通ネットワークの構築や，自転車利用・歩行環境の向上を図

っていく必要があります。 
 

 
 

市街化の進行に伴う身近な里山・森林，農地などの緑豊かな自然環境の減少や，人口減

少・高齢化に伴う地域の活力低下により里山や田園の荒廃化が懸念されることから，優良

な農地や森林などの自然環境の維持・保全とともに，地域住民の良好な生活環境や地域コ

ミュニティを維持し，郊外部地域の活力の維持・向上を図っていく必要があります。 
 

 

 

人口減少や高齢化の進行により中長期的に財政制約の高まりが見込まれる中で，中心市

街地の空洞化や，公共施設・インフラの老朽化に伴う維持管理・更新費の増大が懸念され

ています。また，進行する温暖化を抑制するための都市全体の低炭素化や，近年多発する

自然災害・異常気象等のリスクへの対応が求められていることから，環境負荷の低減や防

災性の向上に配慮しながら，都市機能の拠点等への誘導・集積などによる都市活動の効率

化を図り，持続可能で効率性の高い都市運営を行っていく必要があります。 

（１）市民の生活利便性の持続的な確保 

（２）都市の活力や地域コミュニティの維持・向上 

（３）交通弱者の移動手段の確保 

（４）自然と調和した郊外部地域の活力の維持・向上 

（５）環境や防災面に配慮した持続可能で効率性の高い都市運営 

３ 都市づくりの課題 
宇都宮市の現況・動向と特性を踏まえ，今後，人口減少・超高齢化が進行する中で， 

低密度な市街地が拡大することなどにより懸念される都市づくりの課題を整理します。 



‐23‐ 

 

 

１ 都市づくりの理念 

「（仮称）宇都宮市立地適正化計画」では，上位計画や都市づくりの課題，本市の

これまでの都市の成り立ちを踏まえ，人口減少や少子・超高齢社会に対応した都市

の姿として，「便利で暮らしやすく１００年先も持続的に発展できるまち，ネットワーク型コ

ンパクトシティの実現」を都市づくりの理念とし，市内の各地域に定めた拠点において，

都市の生活を支える機能を誘導しコンパクトに充実するとともに，都市構造の骨格

として拠点間の機能連携・補完や他圏域との広域的連携を図る交通ネットワークの

形成・強化を進め，拠点や公共交通沿線などに居住を誘導・集約することにより，人

口減少や超高齢時代においても，将来にわたり身近な場所で安心して快適な生活を

送ることができる『ネットワーク型コンパクトシティ』の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

便利で暮らしやすく 

１００年先も持続的に発展できるまち， 

 ネットワーク型コンパクトシティの実現 

第１章 立地適正化に関する基本的な方針 
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２ 都市づくりの目標 

都市づくりの理念である『ネットワーク型コンパクトシティ』を実現していくため

には，拠点等への都市機能の集積や居住の集約，公共交通網の形成，自然環境と調和

した土地利用の促進，更には都市が持続可能であることが重要であることから，次の

５つを都市づくりの目標に設定します。 

 

 
 
拠点相互に役割を補完しながら，市全体で医療・福祉，商業等の生活サービスが安定

的に提供され，住み慣れた身近な場所で安心・快適な暮らしが送れるよう，公共交通に

よるアクセス性の高い地域の拠点などを中心とした場所において，地域特性に応じた高

次な都市機能や日常を支える生活利便機能を誘導・集積します。 
 

 

 

生活サービスや地域コミュニティが持続的に確保された魅力的で快適な都市空間が維

持・確保されるよう，市民の多様なライフスタイル・居住選択を尊重しながら，高い利

便性が得られる都市拠点や地域拠点，公共交通で結ばれた沿線市街地などに時間をかけ

て緩やかに居住を誘導・集約します。 

 

 

 

身近な拠点等への都市機能の誘導・集積とともに，拠点間の連携や役割の補完を図る

ため，鉄道やバス等の公共交通を基本に地域内の身近な交通などによる拠点間のアクセ

スの確保とともに，歩行者や自転車の利用環境を向上することにより，過度に自動車に

依存することなく，誰もが安全・快適で自由に移動できる環境を創出します。 
 

 
 

身近な里山や農地などの緑豊かな自然環境が残されている郊外部等において，自然と

調和した良好な生活環境が維持されるよう，郊外部等の農地や緑地の維持・保全などに

よる付加価値の向上を図り，市民の多様なライフスタイルに応じた居住選択が可能とな

る土地利用を促進します。 
 

 
 
 既存の施設やインフラ等のストックの有効活用とともに，都市の省エネルギー化や防

災機能の強化に配慮しながら，拠点等への民間機能の誘導・集積や公共施設の適正配置，

民間活力によるネットワークの構築などを進めることにより，人口減少や高齢化に対応

した都市構造を形成し，環境にやさしく災害に強い持続可能で効率的な都市運営を推進

します。 
 

（５）環境にやさしく災害に強い持続可能で効率的な都市運営が実現する都市 

（４）農地や森林などの緑豊かな自然と市街地が調和した都市 

（３）公共交通などにより安全・快適で自由に移動できる都市 

（２）高い利便性が得られる拠点や公共交通沿線などに居住が集約した都市 

（１）都市や地域の拠点に地域特性に応じた都市機能が集積した都市 
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３ 将来都市構造 
将来都市構造は，都市づくりの理念や都市づくりの目標などを踏まえ，将来あるべ

き都市の骨格を示すものであり，「形成ビジョン」を踏まえ，その構成要素である都市

機能の集積を目指す「拠点」と都市活動を支える主要な交通体系である「交通軸」の

考え方などを示します。 
 

 

 

 本市の都市構造は，高度な都市機能が集積した都心部と，それを囲み都心部から放射

状に伸びた道路や市内を巡る環状の道路網などで結ばれた古くからの地域（合併前の旧

町村）から成り立っています。 

こうした都市の成り立ちを踏まえ，都心部への一極集中ではなく，旧町村の中心部な

どの各地域の既存コミュニティなどに拠点を位置付け，地域特性を踏まえた各種の都市

機能の集積を進めるとともに，過度な自動車依存を転換し，都市の骨格となる交通網か

ら日常生活の身近な移動を支える交通網まで，階層性を持った交通ネットワークによっ

て拠点間の連携・補完を図ります。 

また，これらの取組に加えて，市民の多様な暮らし方やライフスタイルを尊重しなが

らメリハリある居住地を維持・形成することにより，郊外に広がる農地や森林などの自

然環境との調和を図りながら，市民生活に必要な機能を充足できるとともに，都市とし

ての価値・活力を高めることのできる都市空間の姿である『ネットワーク型コンパクト

シティ』の形成を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）基本的な考え方 
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■ 将来都市構造のイメージ（「形成ビジョン」より） 
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都市の成り立ちを踏まえ，市の中心部に『都市拠点』を配置・形成するとともに，各

地域に『地域拠点』を配置・形成し，地域特性に応じた機能や居住の誘導・集約，拠点間

の連携・補完により，市全体として市民生活に必要な機能を充足できる都市を形成しま

す。 

 

 

 

『都市拠点』は，高次で多様な機能を備えた拠点として，都市の活力や競争力をけん

引し，中枢性や広域性を備えた中心市街地に配置・形成します。 

また，合わせて，都市拠点の周辺に位置し，都市拠点と役割分担を図りながら日常生

活に必要な各種の機能を備えるエリアとして，『都市拠点圏域』を設定します。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

（２）拠点の配置 

１） 都市拠点 

凡例 
   都市拠点 
   地域拠点（市街地部） 
   地域拠点（郊外部） 
   二次救急医療機関 
   工業専用地域 
   地区計画地域 
   土地区画整理事業 
   昭和４５年 ＤＩＤ 
   当初線引き 
 
   市街化区域 
   市街化調整区域 
   大規模既存集落 

平成２５時点の線引き 

■ 都市拠点と都市拠点圏域のイメージ（「形成ビジョン」より） 

※都市拠点圏域（「形成ビジョン」より） 

都市拠点周辺の内環状線の付近に位置し，都市拠点と強い関連性を持ちながら互い

に連担している「昭和・東・錦・西・中央・今泉・西原・簗瀬・城東・宝木・細谷・戸

祭・桜・富士見・明保・宮の原・陽東・峰・石井・泉が丘・御幸・御幸が原」の各地域

について，個々の地域で拠点を設定するのではなく，一つの「都市拠点圏域」として位

置付けます。 
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『地域拠点』は，地域の成り立ちや歴史的なつながり・一体性などを踏まえ，旧町村

の単位を基本に市内 14 か所に配置し，地域特性に応じた身近な機能を集積します。 

各拠点の中心の目安は，公共交通の結節点である鉄道駅や主要な幹線道路等の結節点，

地域におけるコミュニティ施設を基本とします。 

 

 

 

区分 地域拠点の中心の目安 関連する地域 

市街化 

区域 

公共交通結節点 

岡本駅 河内 

江曽島駅 陽南・緑が丘 

西川田駅 姿川・陽光 

雀宮駅 雀宮・ 

五代若松原 

主要な幹線道路等の

結節点 

鬼怒通り×清原中央通り付近 清原 

新４号国道×みずほの団地入口 

付近 

瑞穂野 

地域における 

コミュニティ施設 
上河内地域自治センター 上河内 

市街化 

調整区域

主要な幹線道路等の

結節点 
田原街道×長岡街道付近 豊郷 

地域における 

コミュニティ施設 

篠井地区市民センター 篠井 

富屋地区市民センター 富屋 

国本地区市民センター 国本 

城山地区市民センター 城山 

平石地区市民センター 平石 

横川地区市民センター 横川 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

■ 拠点の配置（「形成ビジョン」より） 

２） 地域拠点 
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■ 拠点の配置イメージ 
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都市の骨格として，市民生活や都市活動を営む上で利便性が高い「基幹公共交通」と

「幹線公共交通」，3 環状 12 放射道路を軸とした道路ネットワークを「交通軸」として

位置付け，都市拠点を中心に放射状に広がる交通ネットワークを構築することで，都市

拠点とその他の拠点間などの連携を強化します。 
 その上で，基幹公共交通や幹線公共交通から，身近な生活を支え地域を面的にカバー 
する「地域内交通」まで，階層性を備えた公共交通ネットワークの構築などにより，過 
度に自動車に依存することなく，誰もが安全・快適で自由に移動できる都市を形成しま 
す。 
 

 
 
都市拠点から南北・東西方向に伸びる軸により都市拠点と各拠点間をつなぎ，幹線・

支線の乗継機能を担うことのできる輸送力や定時性・速達性などが高い鉄道と LRT を

「基幹公共交通」として位置付け，拠点間の連携を強化します。 
 
 【南北方向】 

 

 

 【東西方向】 
 
 
 
 
 
 

基幹公共交通と連携して，都市拠点と地域・産業・観光の各拠点間を結ぶ主要なバス

路線や，市民生活に必要な公共・公益施設※へのアクセスを支援する公共交通を「幹線公

共交通」として位置付け，沿線地域の特性に応じたサービス水準の維持・向上を図りま

す。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

（３）都市の骨格となる交通軸の設定 

※①広域的に利用される施設（二次救急医療施設以上の拠点病院，大学高校等）

②市内各地域の地域行政機関（地区市民センター等） 

１） 基幹公共交通（鉄道・軌道） 

２） 幹線公共交通（幹線バス） 

 ＪＲ宇都宮線，東武宇都宮線 

 「LRT」を東西基幹公共交通として導入 
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■ 目標とする基幹・幹線公共交通ネットワーク（「宇都宮都市交通戦略」より） 
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    今後，人口減少社会を迎える中で，街なかや郊外，農村などのそれぞれの地域が持

続可能であるためには，拠点等に居住の集約を図る中にあっても，高密度の居住地だ

けでなく，子育て世代の郊外居住や田園居住などのゆとりある居住の場を形成するこ

とにより，ライフスタイルやライフステージに応じた多様な暮らし方が選択できる都

市を目指すことが重要です。 

このようなことから，拠点と交通軸による将来都市構造や都市基盤の状況などの地

域特性，地域の成り立ちから居住地を次のように整理し，既存の生活利便機能や都市

基盤などのストック活用を基本としながら，それぞれの地域特性に応じた居住環境を

維持・形成します。 

 
 

地域区分 地域概要 居住地形成の方向性 

都心部居住地域 

都市の顔として，公共交通の

利便性が高く高次で多様な機能

が集積した都市拠点（中心市街

地）における居住地域 

土地の高度利用を誘導し，高

次で多様な機能集積を図りなが

ら，中高層の集合住宅を主体に

賑わいと活力が感じられる居住

地を形成 

都心部周辺 

居住地域 

都市拠点と強い関連性を持ち

連担した都市拠点圏域として，

公共交通等で都心部にもアクセ

スしやすい都市拠点周辺に広が

る居住地域 

都市拠点と役割分担を図りな

がら，生活利便機能と中高層の

集合住宅や戸建住宅が並存した

居住地を形成 

地域拠点型 

居住地域 

鉄道駅や地域のコミュニティ

施設等の周辺に配置した，日常

生活を支える地域の拠点におけ

る居住地域 

地域特性に応じて戸建住宅や

中低層の集合住宅，生活利便機

能が調和した複合的な土地利用

による居住地を形成 

公共交通軸沿線型 

居住地域 

利便性が高い公共交通により

都心部や地域拠点にアクセスし

やすい公共交通軸沿線に形成さ

れた居住地域 

地域特性に応じて戸建住宅や

中低層の集合住宅が並存した居

住地を形成 

郊外住宅地型 

居住地域 

一定の都市基盤整備がされて

いる郊外の住宅地や大規模な既

存集落としての居住地域 

地域特性に応じて戸建住宅や

低層の集合住宅を主体にゆとり

ある良好な住宅地としての居住

地を維持 

田園・集落型 

居住地域 

市街化

区域 

 居住地と都市農地等

が混在する地域 

 居住者のための農地の有効活

用が図られるなど，農地等と調

和した居住地を維持 

市街化

調整 

区域 

 豊かな自然環境の中

に集落や住宅が点在す

る地域 

 豊かな緑に囲まれ身近な自然

に親しめるゆとりある居住地を

維持 

 

４ 居住地形成の方向性 

■ 地域区分と居住地形成の方向性 
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■ 居住地域のイメージ 



‐34‐ 

５ 都市づくりの基本的な方向 

都市づくりの理念や目標の実現に向けた，都市づくりの基本的な方向を示します。 

 

 

 

人口減少・超高齢社会に対応した『ネットワーク型コンパクトシティ』を形成するた

め，「形成ビジョン」で見通した 2050 年の将来人口・構造を見据えながら，超長期的な

観点から都市機能や居住の適正な立地誘導に向けた都市づくりを推進します。 

また，『ネットワーク型コンパクトシティ』を実現する上では，都市全体を見渡した取

組が重要となることから，「立地適正化計画」による市街化区域の拠点等への各種機能の

立地誘導とともに，「市街化調整区域の土地利用方針（整備及び保全の方針）」による郊

外部の拠点への生活利便機能の集約や，市街地の拡散につながる郊外開発の抑制などに

より，土地利用の適正化に一体的に取り組みます。 

更に，都市拠点や地域拠点などの利便性が高い場所への居住の誘導・集約とともに，

郊外部等においては，機能集約を図った後の跡地の緑地等への転換などによる付加価値

の向上や，自然と調和した良好な生活環境の確保などにより，市民の多様なライフスタ

イルに応じた居住選択が可能となる土地利用を促進します。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

立地適正化計画 

 

⇒市街化区域において 

居住や都市機能の 

適正立地を推進 

 

市街化調整区域の 

整備及び保全の方針 

 

⇒市街化調整区域において 

生活利便機能の 

適正立地を推進 

連携 

■ 都市全体を見渡した都市づくりのイメージ 

（１）超長期を見据え都市全体を見渡した都市づくりの推進 
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本市においては，『ネットワーク型コンパクトシティ』の形成を支える骨格的な公共

交通ネットワークとして，南北方向の既存鉄道に加えて東西方向の基幹公共交通であ

る LRT を軸としたまちづくりに取り組んでおり，今後，人口減少社会に対応した都市

構造への転換を図っていくため，土地利用の変化と交通が密接に関連し，利便性の高

い交通機関を整備することで土地需要を適正に誘導することが期待できることを踏ま

え，「立地適正化計画」等による公共交通沿線などへの居住や都市機能の誘導と，交通

戦略との連携により，土地利用と交通が一体となった都市づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）土地利用と交通が一体となった都市づくりの推進 

■ 土地利用と交通が連携したまちづくりのイメージ 
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各拠点において地域特性に応じた機能を誘導・集積し，拠点相互に役割を補完しな

がら，市全体として都市の生活を支えるために必要な機能を維持・確保します。 

 

 

 

『ネットワーク型コンパクトシティ』の中枢として，都市の活力をけん引する都

市拠点の形成に向け，「形成ビジョン」や「中心市街地活性化基本計画」を踏まえ，

日常生活圏域を超えた広範な地域を対象とする，高度で専門的な医療・福祉機能や，

全市的・広域的な交流や賑わいを創出する商業・業務，教育・文化機能などを集積し

ます。 
 

 

 

 

    身近な地域の拠点などで安心して快適に生活できるよう，「形成ビジョン」を踏ま

え，「食料品・日用品を買う（商業機能）」「入出金・振込をする（金融機能）」「医者

にかかる（医療機能）」などの日常生活に密着した都市機能を集積します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 地域拠点に立地する都市機能 

（３）都市の生活を支える機能の維持・確保 

１） 都市拠点に立地する都市機能 

■ 『ネットワーク型コンパクトシティ』の概念図（拠点間の連携・補完のイメージ） 

（「形成ビジョン」より）
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人口減少の中にあっても一定の人口密度を維持し，生活サービスや地域コミュニテ

ィの持続性を高めるため，市民のライフスタイルや居住選択を尊重しながら，高い利

便性が得られる拠点や，拠点間を結節する軸となる公共交通沿線，一定の都市基盤が

整備されている大規模な住宅団地，既存集落への住み替え等が促されるような環境を

整備し，時間をかけて緩やかに居住を誘導します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）生活の利便性が高い場所への緩やかな居住誘導 

都市拠点や地域拠点などの利

便性が高い場所の集合住宅等に

住み替え（高齢者，若い世代等）

市街化区域

市街化調整区域

居住誘導区域

都市機能誘導区域

ゆとりある環境での居住（公共交通

に依存しなくともマイカーで移動が可

能な若い世代，子育て世代等） 

子育て施設などの

利便性の高い場所へ

住み替え（子育て世

代，親子同居世代等）

子育て施設等

マンション，ケ

ア付き住宅等

共同住宅

ゆとりある戸建て住宅

利便性の高い環 

境の戸建て住宅
戸建て住宅 

公共交通(路線バス等) 

公共交通(鉄道等) 

戸建て住宅

■ ライフスタイルに応じた住み替えのイメージ 

大規模既存集落等
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本市の総人口は，平成 29 年(2017 年)に約 52 万人でピークを迎えた後，平成 62
年(2050 年)にはピークから約 7 万人減少し，約 45 万人になると見込まれていま

す。 
 

  

 

高齢者人口は，総人口が減少する中でも増加を続け，平成 62 年(2050 年)に 

36.8％に達することが見込まれています。特に，後期高齢者人口は平成 62 年(2050
年)に 22.7％に達することが見込まれています。 
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■ 総人口の推移 
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年少人口 生産年齢人口 老年人口 総 数

■ 高齢者人口の推移 

推計 

推計 

出典：国勢調査，宇都宮市推計 

出典：国勢調査，宇都宮市推計 

（万人） 

（人） 

（１）人口の見通し（基本となる人口推計） 

１） 総人口（再掲） 

２） 高齢者人口（再掲） 

６ 計画フレーム 

『ネットワーク型コンパクトシティ』は，今後の人口減少や人口構造の変化に対応した

都市を実現するものであることから，「形成ビジョン」で示す人口見通し（2050 年に約 45
万人）を基本に，「人口ビジョン」の将来展望（2050 年に 50 万人台確保）を踏まえなが

ら，居住を誘導するエリアにおいて一定の人口密度を維持・確保します。 
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長期的なまちづくりを進めていく上で，目指すべき方向性と将来の人口の展望を示

した「宇都宮市人口ビジョン」では，「基本となる人口推計」の見通しを基本に，市

民の希望出生率の実現や，東京圏への転入・転出の均衡を図っていくことなどによ

り，平成 62 年(2050 年)においても，約 50 万人の人口が維持される見通しを示して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人口の将来展望 

■ 人口の将来展望（「宇都宮市人口ビジョン」より） 
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目標人口密度については，コンパクトなまちづくりを進める中においても，多様な

暮らし方が選択でき，密度にメリハリある居住地を維持・形成する趣旨から，次の密

度区分により設定します。 

なお，密度区分と目標人口密度については，今後，計画の進行管理のための指標の

設定などと合わせて精査していきます。 

 

 

 

密度区分 地域概要 目標人口密度 

高密度居住 

都心部や都心部周辺に，土

地の高度利用を誘導し機能集

積を図りながら中高層主体の

居住地を形成 

概ね 60 人/ha 以上 

中高密度居住 

市街化区域の地域拠点や公

共交通沿線に，地域特性に応

じ生活利便機能や中低層住宅

の誘導による居住地を形成 

概ね 50～60 人/ha 

低中密度居住 

市街化区域の郊外住宅地等

に，低層の戸建住宅を主体に

ゆとりある良好な住宅地とし

ての居住地を維持 

概ね 40 人/ha 以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 密度区分と目標人口密度 

（３）目標人口密度 
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１ 都市機能誘導の方針
 

 

 

今後，人口減少や少子・超高齢社会を迎える中で，生活利便施設等の適正な立地を図り，

身近な場所で安心して快適な暮らしが送れるようにするためには，民間の建築投資等を必

要な場所に誘導することが重要です。  

このため，都市機能を誘導する区域と誘導施設，誘導施策（支援措置）などを計画に定

め事前に示すことにより，事業者が施設立地に取り組みやすい環境を整備し，各拠点にお

いて地域特性に応じた都市機能の維持・確保を図ります。 

 

 

 

 

都市の生活を支える機能を維持・確保するため，「都市拠点」に都市の中枢性や求心性

を高める「高次都市機能」を誘導するとともに，「都市拠点圏域の鉄道駅周辺」や「市街

化区域の地域拠点」などに日常生活に必要な「身近な都市機能」を誘導するなど，地域特

性に応じた機能を誘導・集積します。その上で，拠点の役割分担の観点から，施設の性質

に応じて公共交通ネットワークによる拠点間の連携・補完を図り，市全体で市民生活に必

要な機能を充足します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）基本的な考え方 

（２）誘導方針 

第２章 都市機能誘導に関する事項 
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２ 都市機能誘導区域

 

 

都市機能誘導区域は，医療・福祉，商業などの都市機能を，都市拠点や地域拠点に誘導・

集積することにより，これらの各種機能の効率的で持続的な提供を図る区域です。  

また，区域内には都市機能と合わせて居住を誘導します。 

※ 具体的な区域については，平成 28 年度末を目途に定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

都市機能誘導区域は，将来都市構造を踏まえ，公共交通の利便性が高く都市機能が集積

する都市拠点や地域拠点などにおいて，拠点の中心の目安（鉄道駅や地域のコミュニティ

施設等）から徒歩や自転車等により容易に移動できる範囲を基本に，地域の成り立ちなど

を踏まえて設定します。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（２）誘導区域設定の考え方 

■ 都市機能誘導区域の設定イメージ（国土交通省資料より） 

（１）都市機能誘導区域について 
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「立地適正化計画」における誘導区域の設定の対象となる市街化区域において，「形成

ビジョン」で位置付けた『都市拠点』及び『都市拠点圏域※』と『地域拠点』を基本に，

『ネットワーク型コンパクトシティ』の要となる基幹公共交通の結節点である鉄道駅や

LRT 停留場（トランジット機能を備えた場所）の周辺を含めた場所に配置します。 
 

※ 都市拠点と強い関連性を持ちながら連担する都市拠点周辺に広がる地域（P27 参照） 

 
■都市機能誘導区域の配置 

区分 配置するエリア 拠点の中心の目安 

市街化

区域 

都市拠点 

（１箇所） 

都市拠点エリア 

 

（内環状線の内側） 

中心市街地 

都市拠点圏域 

（２箇所） 南宇都宮駅周辺エリア 南宇都宮駅 

ＬＲＴ停留場周辺エリア 

（ベルモール前） 

ＬＲＴ停留場 

（ベルモール前） 

地域拠点 

（７箇所） 

岡本駅周辺エリア 岡本駅 

江曽島駅周辺エリア 江曽島駅 

西川田駅周辺エリア 西川田駅 

雀宮駅周辺エリア 雀宮駅 

テクノポリスセンターエリア ＬＲＴ停留場 

（テクノポリス西） 

瑞穂野団地周辺エリア 新 4 号国道×みずほの団地

入口交差点付近 

上河内地域自治センター 

周辺エリア 
上河内地域自治センター 

 
※ 市街化調整区域の『地域拠点』については，居住環境やコミュニティの維持・

向上を図る観点から，土地利用方針の見直し等により生活利便機能等の集約に取

り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）誘導区域の配置 



‐44‐ 

 

 

将来都市構造や誘導区域設定の考え方を踏まえ，地域の成り立ちや都市計画，まちづ 

くりの観点を考慮しながら設定します。 

また，誘導区域を設定することにより，区域外での誘導施設の立地について事前届出が

必要となることから，その必要の有無などが明らかとなるように設定します。 

 

 

  ア 都市拠点エリア 

市の中心部に配置・形成し，都市の活力や競争力をけん引する「都市拠点」を核

に「中心市街地活性化基本計画」の区域と土地利用（商業地域）を勘案した場所に

高次で多様な都市機能を集積する「高次都市機能誘導区域（仮称）」を設定します。 

また，都市拠点と連担し役割分担を図りながら日常生活に必要な各種の機能を備

えるエリアである「都市拠点圏域」において，内環状線の内側を基本に地域拠点と

同水準の生活利便機能を誘導する「都市機能誘導区域」を設定します。 
 
 イ 南宇都宮駅周辺エリア 

「都市拠点圏域」における鉄道駅周辺に位置しており，公共交通によるアクセス

利便性が高く，都市拠点の機能を補完する都市機能（教育・文化施設等）が集積す

るなど，拠点性が高いエリアであることから，地域拠点と同水準の生活利便機能を

誘導する「都市機能誘導区域」を設定します。 
範囲は，後段（P45）の「市街化区域の地域拠点」に係る区域の考え方に準じて

設定します。 
 

ウ ＬＲＴ停留場周辺エリア（ベルモール前） 

「都市拠点圏域」に位置し，LRT 事業においてトランジットセンターの位置付け

がある停留場周辺においては，今後，交通結節機能の強化や拠点性の向上が見込ま

れることから，地域拠点と同水準の生活利便機能を誘導する「都市機能誘導区域」

を設定します。 

範囲は，後段（P45）の「市街化区域の地域拠点」に係る区域の考え方に準じて

設定します。 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

（４）誘導区域の範囲 

１）「都市拠点」及び「都市拠点圏域」に係る区域 

※都市機能誘導区域の候補エリア 

・鶴田駅周辺エリア 

駅周辺の基盤が未整備となっていることから，今後，都市計画道路などの

基盤整備等と合わせて「都市機能誘導区域」を検討します。 
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「市街化区域の地域拠点」においては，「形成ビジョン」で位置付けた各拠点の中心

の目安（鉄道駅等）から概ね半径 500m（高齢者の徒歩 10 分圏）の範囲を基本とし，

これまでの地域の成り立ちのほか，都市計画やまちづくりの観点などから，用途地域

や誘導施設の種地となる用地の状況を勘案した場所に「都市機能誘導区域」を設定し

ます。 

 

■地域拠点における考慮事項 

区分 内容 考慮した視点 

都市計画 用途地域（近隣商業地域，住居地域など）
都市計画・現況土地利用（機

能集積の状況）との整合 

まちづくり
公共公益施設用地（跡地を含む），低未利

用地 

拠点形成に資する誘導施設

の種地としての活用可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）「市街化区域の地域拠点」に係る区域 
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３ 誘導施設 

 

 

誘導施設は，都市機能誘導区域内に立地を誘導すべき都市機能増進施設※であり，都市

機能誘導区域ごとに必要な施設（医療・福祉，商業など）を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

誘導施設は，都市機能誘導区域ごとの地域特性や施設（都市機能）の配置状況とともに，

拠点間の連携・補完やまちづくりへの効果等を踏まえ，新設だけでなく維持すべき施設（建

替え等）を含めて検討します。 

また，誘導施設を設定することにより，区域外での誘導施設の立地に対して事前届出が

必要となることから，届出の必要の有無などが明らかとなるよう，対象となる施設の規模・

種類等を含めて検討します。  

 公共施設については，公共施設の再編・更新や維持管理を計画的に推進するための方

針である「宇都宮市公共施設等総合管理計画」等を踏まえ，施設の特性に応じた適正立

地を進めるとともに，国や県などの施設の都市機能誘導区域への立地について関係機関

への働きかけを行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）誘導施設の考え方 

（１）誘導施設について 

※居住者の共同の福祉や利便性の向上を図るために必要な施設であって，都市 

機能の増進に著しく寄与するもの。（都市再生特別措置法第 81 条） 

※誘導施設に係る機能の候補（例） 

医療機能，社会福祉機能，子育て支援機能，教育機能，金融・業務機能， 

商業機能，公共機能(行政関係) など 
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都市拠点において設定する『高次都市機能誘導区域』には，「形成ビジョン」や「中心

市街地活性化基本計画」を踏まえ，中枢性や広域的な求心性を高めるとともに，都市の

活力をけん引し，まちなかの賑わい創出につながる「高次都市機能」を備えた誘導施設

を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「都市拠点圏域（内環状線の内側や鉄道駅周辺など）」や「市街化区域の地域拠点」

に設定する『都市機能誘導区域』には，「形成ビジョン」で整理した全ての拠点に必要

な都市機能や将来の少子・超高齢社会等を踏まえた，「身近な都市機能（日常的かつ基

礎的な生活利便機能）」を備えた誘導施設を検討します。 

  具体的な施設は，「形成ビジョン」の策定において実施した市民アンケート調査の結

果や施設の充足状況，関連分野における施策の方向性などを踏まえて検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 具体的な施設（例） 

医療 病院（総合病院等） 

福祉 保健・福祉センター 

教育 高等学校 

専門学校 

大学 

文化・芸術 劇場・ホール 

美術館 

博物館 

図書館 

金融・業務 銀行本店・支店等 

業務施設（オフィス等） 

商業 百貨店 

ショッピングセンター 

映画館 

観光・情報 コンベンション施設等 

公共（行政等） 市役所等 

種類 具体的な施設（例） 

医療 診療所（在宅医療等） 

福祉 介護サービス施設等 

子育て支援 保育所等 

教育 小学校，中学校 

金融 銀行・信用金庫等 

商業 スーパー等 

公共（行政窓口等） 出張所等 

１） 高次都市機能誘導区域 

２） 都市機能誘導区域 

■ 高次都市機能の例 

■ 身近な都市機能の例 
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誘導施設の立地促進のためには，交通利便性の向上や施設用地の確保などの課題に対応

した取組に加えて，事業者へのインセンティブが必要となることから，郊外部等と比較し

た立地コスト（用地費・賃料など）を軽減し，都市機能誘導区域への施設立地が促進され

るよう誘導施策を行うものです。 
 

 

区分 具体的な誘導施策（例） 

国等が直接行う施策 
税制支援 誘導施設に対する税制上の特例措置 

金融支援 民間都市開発推進機構による金融上の支援措置 

国の支援を受けて市が 

行う施策 

財政支援 誘導施設の整備に対する財政上の支援 

市が独自に講じる施策 
都市計画 誘導施設の容積率・用途制限等の緩和措置 

その他 公的不動産（公有地等）の有効活用施策 など 

 

 

 

 

  都市の活力をけん引し，高次性・広域性を備えた中心市街地に配置する「高次都市

機能誘導区域」における誘導施設の整備には，「立地適正化計画」の制度化に伴い新

設・拡充された税制・金融・都市計画などの誘導施策に加え，財政上の支援を含めた

誘導施策を検討します。 
 
 
 

都市拠点（内環状線の内側）や市街化区域の地域拠点などにおいて設定する「都市

機能誘導区域」には，「立地適正化計画」の制度化に伴い新設・拡充された誘導施策を

基本に，市の既存支援制度の見直しを含めた誘導施策を検討します。 
 
 
 
 

誘導区域内への誘導施策とともに，誘導区域内への移転後の跡地活用への支援 
（除却等）などの誘導区域外の施策を検討します。 

 

 

 

 

（１）誘導施策の考え方 

■ 誘導施策の例 

１） 高次都市機能誘導区域 

２） 都市機能誘導区域 

４ 都市機能に関する誘導施策 

３） 都市機能誘導区域外 
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１ 居住誘導の方針

 

 

今後，人口減少や少子・超高齢社会を迎える中で，住宅等の適正な立地を図り，身近な

生活サービスや地域コミュニティなどを持続的に確保していくためには，居住地形成の方

向性を踏まえながら，民間の建築投資等を必要な場所に誘導することが重要です。 

このため，居住を誘導する区域と誘導施策（支援措置）などを計画に定め事前に示すこ

とにより，市民のライフスタイルや居住選択を尊重しながら，住み替えなどの機会に合わ

せ拠点等への居住が促されるような環境を整備し，地域特性に応じた都市機能や公共交通

サービス，地域コミュニティの維持・確保を図ります。 

また，合わせて，居住誘導区域外においては，誘導区域内に誘導を図った後の土地につ

いて緑地等への転換による付加価値の向上などを進めることにより，自然と調和した生活

環境を確保し，市民の多様なライフスタイルなどに応じた居住選択が可能となる土地利用

を進めます。 

 

 

 

 

超高齢社会の到来などを踏まえると，自動車を自由に使えない市民も日常生活に必要な

機能を享受できる環境を維持・確保していくことが重要であるため，地域特性に応じた機

能が集積した都市拠点や地域拠点，拠点とのアクセス性が高い公共交通沿線などに，都市

基盤や空き家等の既存ストックの活用を図りながら居住誘導を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）基本的な考え方 

（２）誘導方針 

第３章 居住誘導に関する事項 
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居住誘導区域は，人口減少の中にあっても一定の人口密度を維持し，地域特性に応じた

都市機能や公共交通サービス，地域コミュニティが持続的に確保されるよう，居住を誘導

する区域です。 

※ 具体的な区域については，平成 30 年度末までに定めます。 

 

 

 

 

 

 

居住誘導区域は，「形成ビジョン」で見通した 2050 年の将来人口・構造や将来都市構造

を踏まえ，高齢者など外出に不安を感じる市民にとって高い利便性を得られる場所などに

おいて，徒歩等により容易に移動できる範囲に設定します。 
設定にあたっては，居住に適さない災害リスクが高いエリアや工業団地等を考慮しま 

す。 

 

 

 

 

区分 考慮するエリア 

設定不可能 市街化調整区域など 

原則として設定不可能 
土砂災害特別警戒区域，急傾斜地崩壊危険

区域など 

慎重な判断を要し原則として設定不可能 土砂災害警戒区域，浸水想定区域など 

設定に慎重な判断が必要 工業専用地域など 

（２）誘導区域設定の考え方 

■ 居住誘導区域の設定イメージ（国土交通省資料より） 

（１）居住誘導区域について 

２ 居住誘導区域 

■ 区域設定にあたり考慮するエリア（法定要件） 
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「立地適正化計画」における誘導区域の設定の対象となる市街化区域において，「形成

ビジョン」で位置付けた居住誘導エリアを基本に，居住地形成の方向性を踏まえながら，

拠点に加えて鉄道駅等から歩いて移動できる一定の範囲や一定の都市基盤が整備されて

いる場所などにおいて，設定を検討します。 
また，誘導区域を設定することにより，区域外での一定規模以上の住宅の立地に対して

事前届出が必要となることから，その必要の有無などが明らかとなるように設定します。 

 
※ 「形成ビジョン」における市街化調整区域の居住誘導エリアについては，土地利用

方針の見直し等により，居住環境やコミュニティの維持・向上を図ります。 

 

 

 

『都市拠点』と市街化区域の『地域拠点』などにおいて設定する「都市機能誘導 

区域」を含むエリアにおいて検討します。 
 
 
 

拠点間などを結節する軸としての公共交通の利便エリアである，鉄道駅・LRT の 
停留場から概ね半径 500ｍ（高齢者の徒歩 10 分圏），バス停（1 日往復 60 本以上）か

ら概ね半径 250ｍ（同徒歩 5 分圏）のエリアにおいて検討します。 
 

 

（３）誘導区域の場所と範囲 

１） 拠点（都市機能誘導区域） 

２） 公共交通沿線（公共交通利便エリア） 

（参考）「形成ビジョン」における居住誘導エリアのイメージ 
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土地区画整理事業や大規模住宅団地開発等の一定の都市基盤が整備されているエリ

アにおいて検討します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３） 一定の都市基盤が整備されている場所 

（参考）土地区画整理事業と大規模住宅団地開発（市街化区域かつ 5ha 以上）のエリア 
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３ 居住に関する誘導施策 
 

 

 

居住誘導区域への居住や住宅の立地が促進されるよう，身近な拠点への都市機能の維

持・確保や交通利便性の向上などの誘導施策を行うものです。 
今後，居住誘導区域の設定と合わせて誘導施策を検討していきます。 

 
 

 

区分 具体的な誘導施策（例） 

国の支援を受けて市が 

行う施策 

都市機能誘導区域へアクセスする道路整備 

バスの乗換施設整備 など 

市が独自に講じる施策 
住宅取得等に対する支援 

公共交通網のサービスレベルの確保施策 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）誘導施策の考え方 

■ 誘導施策の例 
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第４章 計画の推進に関する事項 

 
 
「形成ビジョン」や「宇都宮市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付けた評価

指標を参考にしながら，『ネットワーク型コンパクトシティ』に向けた都市形成の動き

や施策の進捗状況を総合的かつ定量的に評価できる指標を検討します。 
また，指標をもとに概ね５年ごとに計画の評価を行い，計画の進行管理や必要に応じ

て計画の見直しを行います。 
 

 

 

 

『ネットワーク型コンパクトシティ』の形成が円滑に進められるよう，公共交通や公

共施設再編，医療・福祉などの関連施策との連携体制を検討します。 
特に，「立地適正化計画」による都市機能等の誘導・集積と公共交通の確保等に係る

施策は車の両輪であることから，「都市交通戦略」や「地域公共交通網形成計画」の改定

等において相互に連携・整合を図るなど，一体的な施策推進を図ります。 
また，計画の評価を行う中で，指標に対する都市機能等の誘導状況や人口動態等を把

握するとともに，「都市計画審議会」等からご意見をいただきながら，既存の誘導施策

の見直しや新たな誘導施策の追加等を検討し，『ネットワーク型コンパクトシティ』の

形成に向けて着実に取り組みます。 
 

１ 計画の評価 

２ 推進体制 



 
 
 

地域拠点等に係る都市機能誘導区域の設定基準（案）の修正箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

№ 意見・指摘の内容 対応 

１ 「地域拠点等の類型と類型別基準（案）」

について，都市計画とまちづくりの基準に

加えて，サブの基準としてインフラの充実

度という観点も入れた方がよいのではない

か。 

「１ 基本的な考え方」において，「一定

の都市基盤（インフラ）が充実している場所

などを基本に設定する」旨の文言を追加し

た。 

２  
 

＿ 

計画素案において，防災に係る文言を追加

したことに合わせて，「２ 設定基準（案）」

の 共通基準に防災性に係る基準を追加し

た。 

 

別紙２－１ 
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地域拠点等に係る都市機能誘導区域の設定基準（案）について 

 

 

１ 基本的な考え方 

  鉄道駅周辺等の交通利便性が高い場所や，一定の都市機能や都市基盤（インフラ）が

充実している場所などにおいて，徒歩等で容易に移動できる範囲を基本に設定する。 
また，地域特性を踏まえ，全ての拠点に適用する「共通基準」に加えて，「類型別基準」

により区域を設定する。 

 

２ 設定基準（案） 

  共通基準 

ア 誘導区域の規模 
「形成ビジョン」で示した地域拠点の範囲である拠点の中心の目安から概ね半径

500ｍの円の面積（約 100ha）の範囲内で設定する。 
 
イ 用途地域 

商業系及び住宅系の用途地域を基本に設定し，工業専用地域などの工業系の土地

利用や地区計画において住宅専用地区としての定めがあるエリアは除外する。 
※除外するエリアが中抜きとなる場合は取り込む形で設定 

 
  ウ 防災性 
    関係法令に基づき，誘導区域に適さない災害リスクが高いエリア※1を考慮して設 

定する。 
    ※1 土砂災害警戒区域，急傾斜地崩壊危険区域，浸水想定区域など 
 

エ 区域境界 
客観的な判断がしやすい地形地物※2 又は大規模な施設※3 の敷地境界，用途地域の

境界を基本に設定する。 
 
※2 幅員が概ね 6ｍ以上の主要な道路，河川，がけ地等 
※3 敷地規模が概ね 0.5ha 超（街区 1 つに相当）の施設 

 
 

  類型別基準…裏面参照 

公共交通を軸としたまちづくりの観点から，地域拠点等を「鉄軌道駅周辺型」と「主 
要バス路線沿線型」に類型化し，基幹公共交通である「鉄軌道駅周辺型」には，共通

基準に加えて類型別基準を適用し設定する。                         

別紙２－２ 
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■ 地域拠点等の類型と類型別基準（案） 

類型 類型別基準（案） 該当地区 

【基幹公共交通】 

鉄軌道駅周辺型 

 

（南北方向：JR･東武） 

（東西方向：LRT） 

基幹公共交通である「鉄軌道駅周辺型」の都市機能誘導区域

は，共通基準に加えて，都市計画やまちづくりの観点などから，以下

の基準を踏まえて設定する。 

 

ア 都市計画 

  都市機能の誘導を図る都市計画（用途地域，地区計画等）が定

められ，駅又は LRT 停留場（交通結節点）の近傍※かつ公共交通

（路線バス等）で結ばれた市街地を取り込む形で設定する。 

 

（具体例） 

用途地域 

日常生活を支える商業・サービス機能を適切に誘導する 

「近隣商業地域」を取り込む形で設定 

→雀宮駅周辺：雀宮地区市民センター周辺の近隣商業地域 

 

地区計画 

地区計画で沿道型（商業業務，沿道サービス施設など）の土地 

利用の位置付けがある市街地を取り込む形で設定 

→テクノポリスセンター地区：「沿道型施設地区」「商業業務 

地区」「核施設地区」など 

 

イ まちづくり 

鉄道駅又は LRT 停留場（交通結節点）の近傍※かつ公共交通

（路線バス等）で結ばれた大規模な公共公益施設（敷地規模が

概ね 0.5ha 以上）は，拠点形成に欠かせない施設であり，誘導施

設が立地する上で種地となる可能性があることから，取り込む形

で設定する。 

 

（具体例） 

→岡本駅周辺：NHO 宇都宮病院等 

雀宮駅周辺：JCHO うつのみや病院（旧社会保険病院） 

江曽島駅周辺：がんセンター，衛生福祉大学校等 

テクノポリスセンター地区：産業創造プラザ・土地開発公社用地 

LRT 停留場周辺（ベルモール前）：宇都宮大学陽東キャンパス 
 
 

※駅近傍は，「都市交通戦略」における，利用実態を踏まえた 

「公共交通利用圏域」である鉄道駅から半径 1.5km とする 

 

【鉄道駅周辺】 

①南宇都宮駅周辺 

②岡本駅周辺 

③江曽島駅周辺 

④西川田駅周辺 

⑤雀宮駅周辺 

 

【LRT 停留場周辺 

（交通結節点）】 

⑥テクノポリスセンタ

ー 

⑦LRT 停留場周辺 

（ベルモール前） 

 

※【候補地区】 

・鶴田駅周辺 

【幹線公共交通】 

主要バス路線沿線型 

幹線公共交通である「主要バス路線沿線型」の都市機能誘導区

域は，共通基準を踏まえて設定する。 

⑧瑞穂野団地周辺 

⑨上河内地域自治

センター周辺 

 

 

 

 



■立地適正化計画策定スケジュール（都市機能誘導に関する事項） 

 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 1２月 １月 ２月 ３月 ４月以降 

 

 

 

 

検討内容 

 

 

 

 

【STEP１】 

・誘導施設の設定の考え方（案） 

・誘導施設（案） 

【STEP２】 

・誘導施策（市独自の支援策）（案）

【STEP３】 

・計画素案 

(都市機能誘導区域， 

誘導施設， 

誘導施策を含む) 

【STEP４】 

・計画案 

(都市機能誘導区域， 

誘導施設， 

誘導施策を含む) 

【STEP５】 

・運用開始 

(都市機能誘導

に関する事項)

※届出の経過 

措置を検討 

 

 

 

 

市民・関係 

団体等説明 

 

 

 

     

 

 

 

 

都市計画 

審議会 

 

 

 

     

平成２８年度  平成２９年度 

策定・公表 

(都市機能 

誘導区域の設定) 

4/28          6 月下旬（予定）               ※概ね四半期ごとに開催                    答申 

 

● ● 

市民・関係団体等説明             パブリックコメント 
■ 

※「市街化調整区域における土地利用方針」については，立地適正化計画と連携を図りながら検討を進めており， 
次回の都市計画審議会にて今年度の取組を説明予定 



 
 

市街化調整区域における土地利用方針について 

 

 

◎ 趣旨 

  市街化調整区域における土地利用方針について概要を報告するもの 

 

 

１ 概要 

社会環境の変化や「ネットワーク型コンパクトシティ（以下，「ＮＣＣ」という。）

形成ビジョン」を踏まえ，定住環境の維持・向上や郊外部の地域拠点における生活利

便機能の充実などを図るため，平成１５年に策定した「市街化調整区域の整備及び保

全の方針」を見直し，開発許可基準等の運用について検討する。 

 

 

２ 位置付け 

「都市計画マスタープラン」と整合を図りながら，立地適正化計画と連携し「ＮＣ

Ｃ形成ビジョン」の具現化を推進するためのもの 
 
・立地適正化計画 

    市街化区域及び市街化調整区域を含めた市全体の立地適正化に関する基本的

な方針と市街化区域の具現化策の計画 
 
 ・市街化調整区域の整備及び保全の方針 

  市街化調整区域の立地適正化に関する具現化策の方針 
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